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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 203,067                         
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 8,863                            うち法定率事業分 3,223        

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

670,418 12,144 6,059 641,814 - 22,545 - 

1 単
飲食業緊急支
援助成金

①　新型コロナウイルス感染症の発生及び緊急事態措置
等により経営が逼迫し、早急な経済支援を必要としている
市内飲食業における当面の運転資金（店舗賃借料・光熱
水費等）に係る経費の支援を行い、もって雇用の維持・事
業の継続を図る。
②市内飲食業における当面の運転資金（店舗賃借料・光
熱水費等）
③１店舗あたり200千円×355店舗＝71,000千円
④市内で飲食業を経営する全事業者

－ ○ － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 71,000 71,000 - - 別添「積算根拠01」参照
R2補正
（地）

2 単
ひとり親家庭
等支援米

①小中学校の臨時休業や緊急事態宣言を受けての外出
自粛要請などにより、児童が家庭で過ごす時間が長くな
るなど、保護者の負担が大きく、特に負担の大きいひとり
親家庭等に主食となる「米」を支給し、支援するもの。
②対象世帯529世帯、米1㎏あたり398円
③児童扶養手当またはひとり親家庭等医療費受給者529
世帯×米30㎏（398円/㎏）≒6,293千円（一部受取辞退30
世帯）
④令和2年4月27現在、三沢市に住所を有し、児童扶養手
当またはひとり親等医療費を受給しており、１人以上の子
どもを養育している世帯

－ － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.8 6,293 6,293 - - 別添「積算根拠02」参照
R2補正
（地）

3 単
経済対策支援
助成金

①　新型コロナウイルス感染症の発生及び緊急事態宣言
措置等により経営が逼迫し、早急な経済支援を必要とし
ている市内の漁業操業者、宿泊業、タクシー、代行業、学
習支援業の全事業者と、卸売・小売業、生活関連サービ
ス業のうち前年同月比２０％以上の売上減少があった事
業者に対し、当面の運転資金（店舗賃借料・光熱水費等）
に係る経費の支援を行い、もって雇用の維持・事業の継
続を図る。
②市内の①に掲げる業種における当面の運転資金（店舗
賃借料・光熱水費等）
③１店舗あたり200千円×446事業者＝89,200千円
④市内の①に掲げる業種の事業者

－ ○ ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 89,200 89,200 - - 別添「積算根拠03」参照
R2補正
（地）

4 単 107
ふるさと三沢
大学生等応援
給付金

①－
②－
③大学生等803人×給付額100千円＝給付総額80,300千
円
④以下の(1)～(3)の条件満たす、大学院、大学、短大（高
専を含む）、専修学校、予備校に在籍している者
(1)市内の小学校又は中学校を卒業し、かつ、三沢市に住
所を有していた者
(2)申請日において、大学等に在学し、かつ、扶養されて
いる者
(3)扶養する保護者が令和２年４月２７日現在、三沢市の
住民基本台帳に記録されていること

－ － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 80,300 80,300 - - 別添「積算根拠04」参照
R2補正
（地）

5 ○ 単 12
体表温度モニ
タリングシス
テム導入事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止を目的として、
市内公共施設等においてAIカメラによる短時間での体
温、マスクの有無を自動検知し、該当者への指導・隔離
等を実施することにより、施設利用者間や施設スタッフの
感染リスクを減らす効果が期待できる。
②－
③AI顔認識システム：
　タブレット型＠162,800円（税込）×100施設＝16,280千
円
　カメラ型＠668,800円（税込）×5施設＝3,344千円
　計　19,624千円
④－

－ － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

①３密対策 R2.6 R3.3 19,624 19,624 - - 別添「積算根拠05」参照
R2補正
（地）

6 単 106
出産・子育て
特別定額給付
金

①新型コロナウイルス感染症拡大が心配されるなか、感
染リスクへの不安を抱えながらも妊娠期を過ごされ、生ま
れてきた子どもとお母さんに対して、安心して子育てでき
るよう特別給付金を給付するもの
②給付金
③R2.4.28～R3.3.31出生見込数　264人×給付額100千円
＝26,400千円
④令和2年4月28日から令和3年3月31日までの出生見込
数　264人

－ － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R3.3 26,400 26,400 - - 
R2補正
（地）

個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 802,875                                                                                  

担当部局課名 政策部　政策調整課 5,640                                                           本省繰越予定額                   170,000

170,000                                                                                  担当者氏名 馬場　洋一郎 636,174                                                        配分予定額計 632,875                  

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

合計

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 青森県 0176-53-5111（内線533） 第一次配分額 171,602                  171,602                                                                                  

419,343                                                                                  

都道府県・市町村コード（５桁） 02207 641,814                                                        第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

41,930                   

地方公共団体名 三沢市 第二次配分額 419,343                  
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

7 単
給食費支援事
業

①教育環境に対する経済・生活支援（保護者等）事業とし
て、児童・生徒の保護者の経済的負担を緩和するため
②市内小中学校の４月、５月分の給食費の無償化
③４月分（小学校3,547,755円　中学校2,106,570円）
　５月分（小学校7,094,172円　中学校3,965,372円） 総額
（16,713,869円）※ただし、準要保護者、要保護者分及
び、教職員・給食センター職員分を除く。
④小学校7校、中学校5校、計：12校。保護者一人当たり
の支援額、４月分：小学校2,051円・中学校2,305円、５月
分：小学校4,029円・中学校4,454円、計：小学校：6,080
円、中学校：6,759円

－ － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.5 14,000 14,000 - - 
R2補正
（地）

8 単
障害者施設等
感染症対策機
器設置補助金

①障害者等が利用する施設の換気等の強化をすること
で、新型コロナウイルス感染拡大の防止につながり、障害
者等の地域での安心な社会参加を促進する。
②空気清浄機、エアコン等の機器設置に係る補助金
③・空気滅菌灯　6台×111,890円＝671,340円（税抜）
　・空気清浄機　26台×81,794円≒2,126,640円（税抜）
　・エアコン　6台×114,593円≒687,556円（税抜）
　・センサー式蛇口　1台×345,844円≒345,844円（税抜）
　・サーモグラフィー端末　　1台×207,000円＝207,000円
（税抜）
　・非接触型体温計　31台×6,601円≒204,620円（税抜）
　・足踏み式消毒スタンド　5台×8,000円＝40,000円（税
抜）
④市内で障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律第５条第１項に規定する障害福祉サー
ビスのうち障害者が通所若しくは入所するサービスを提
供する事業所及び児童福祉法第２２条の５の２に規定す
る障害児通所支援を提供する事業所

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 4,283 4,283 - - 
R2補正
（地）

9 単
障がい者支援
WEBサイト構
築業務

①障がい者支援WEBサイトでの障がい者就労施設の商
品販売及び障がい者アート展示とコラボ商品製作希望企
業を募ることで、直接販売による新型コロナウイルス感染
防止、販路拡大、就労の促進につながる。
②障がい者支援WEBサイト構築業務委託費
③企画・構成一式100,000円、取材・写真撮影35,000円×
4日＝140,000円、ベースプログラム一式190,000円、サイ
ト読上げ機能一式60,000円、コンテンツ・HTMLページ制
作18,000円×15P＝270,000円、ロゴデザイン等一式
120,000円、工程管理一式20,000円、消費税90,000円
④市内で障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律第５条第１項に規定する障害福祉サー
ビスのうち生産活動を行っている事業所等

－ － － － －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
⑭ハートフル R2.10 R3.3 990 990 - - 

R2補正
（地）

10 単
健康づくりカレ
ンダー事業

①感染予防に関する正しい情報を幅広い年代に周知し感
染拡大を防ぐと共に、各種事業を通年で周知することで
心身の健康維持につながるため、健康づくりカレンダーを
作成し配布。
②健康づくりカレンダー作成に係る印刷製本費
③A4版（32P）カラー　＠78円×20,000部×消費税＝
1,716千円
④毎戸配布19,344世帯（R2.5時点）、市内公共施設等

－ － － － －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
㉑いずれも該

当しない
R2.10 R3.3 1,716 1,716 - - 

R2補正
（地）

11 単 78
リモートワーク
システム基盤
整備事業

①アフターコロナにおける新しい生活様式を見据え、自治
体が率先してリモートワーク環境等の整備に取り組み、地
域のデジタル化をリードする。
②システム構築業務委託料
③ハードウェア　：　34,466千円
　ソフトウェア　：　37,180千円
　ＳＥ作業費　：　13,354千円
④市職員、市庁舎ほか

－ － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R2.10 R3.3 85,000 85,000 - - 
R2補正
（地）

12 単
経済対策支援
助成金（拡充
分）

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け売上高が減
少し、事業経営に大きな影響を受けている事業者を支援
する。また、対象業種を拡大することにより地域全体の経
済の持続化を図るもの。
②経済対策支援助成金及び周知に係る経費
③〇経済対策支援助成金（拡充分）　200千円×395事業
所＝79,000千円
④売上が前年同月比20％以上減少している事業者

－ ○ － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R3.3 47,400 47,400 - - 
R2補正
（地）

13 単

防災活動支援
事業(防災資
機材及び防災
備蓄倉庫設
置）

①避難所における感染拡大の防止　効果：躊躇なく避難
することにより人命が確保できる
②段ボール間仕切りなどの新型コロナ感染症対策用避難
所運営資材及び備蓄場所の整備
③・段ボールベット160セット×7,000円≒1,232千円（税
込）
　・段ボール間仕切り160セット×7,375円≒1,298千円（税
込）
　・避難所スペース用テント80セット×9,450円≒832千円
（税込）
　・避難者用マスク4,000枚×24円≒106千円（税込）
　・防災備蓄倉庫整備　4,720千円（税込）
　　（備蓄倉庫１棟 L6,445mm×W2,805mm×H3,490mm）
　・設計管理業務委託　297千円（税込）
　・建築確認申請手数料　23千円
　・設置工事　4,400千円（税込）④指定避難所（備蓄倉庫
設置予定場所：国際交流スポーツセンター）

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R2.10 R3.3 8,188 8,188 - - 
R2補正
（地）



R2実施計画.xlsxＡ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

14 ○ 単 46
プレミアム付
飲食券事業費
補助金

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内の飲食
店への経済支援と、市民の生活支援・消費喚起を図るた
め
②プレミアム付飲食券換金経費
③上乗せ分2千円×20,000冊＝40,000千円、事務費6,600
千円、計46,600千円
・交付対象経費
　46,600千円－15,000千円（県補助）－6,600千円（市補
助）＝25,000千円
※プレミアム付飲食券：1セット7千円（1枚500円、14枚綴
り）×2万セット＝140,000千円
④市内の全世帯、三沢市商工会が指定する市内の飲食
店

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R2.9 R3.3 46,600 25,000 - 21,600 
R2補正
（地）

15 単 103
学校情報機器
整備事業

①ＧＩＧＡスクール構想の更なる加速・強化等を図り、新た
な時代に相応しい教育を実現。
②・学習用タブレット端末の１人１台整備に係る経費
　・学習用タブレットの活用に必要な周辺機器購入費
③・「指導用及び３人に１台分」（地方単独）のうち未整備
分：48,840円×1,243台＝60,708,120円
　・その他端末に関する経費：（ｶﾊﾞｰ4,159円×2,068台）＋
（ﾌｨﾙﾑ1,933円×3,345円）＋端末設定12,864,000円＋端
末導入支援4,027,000円＝31,957,697円
　・大型提示装置：229,900円×58台＝13,334,200円
④各小中学校

－ － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R2.8 R3.3 106,000 106,000 - - 
R2補正
（地）

16 単
感染防止対策
救急資器材整
備事業

①型コロナウイルス感染症が拡大されているなか、救急
隊員等が救急出場において感染症患者のウイルス等を
外へ排出させないことで、新型コロナウイルス感染拡大の
防止につながり、救急医療に携わる救急隊員等の安全を
確保するものである
②感染防止対策資器材及び高度救命処置資器材の整備
③陰圧アイソレーター1,193,000円(単価)×4式＝
5,249,200円（税込）
　自動心臓マッサージシステム（1式）3,182,300円(税込)
　感染防止資器材（1式）2,348,500円（税込）
④救急車（三沢市消防署、北出張所、古間木出張所）

－ － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 10,780 10,780 - - 
R2補正
（地）

17 ○ 単 35

新型コロナウ
イルス感染症
予防対策設備
整備費補助金

①新しい生活様式に対応した新型コロナウイルス感染症
の予防対策構築と市内経済の活性化
②市内事業者が行う新型コロナウイルス感染症予防対策
に必要な衛生設備の設置費に対し、商工会が実施する３
分の２相当額の補助（補助上限額1,000,000千円）
③市内事業者の事業費平均300千円×200事業所×2/3
＝40,000千円、市からの事務費500千円
④新型コロナウイルス感染症の予防対策として必要な衛
生設備等の設置により新しい生活様式への対応を実施し
た事業者（事業実施団体：商工会）

－ ○ － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 40,500 40,000 - 500 
R2補正
（地）

18 補
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①新型コロナウイルス感染症対策に伴い５月１日から５月
３０日までの日・祝日以外の２３日間において、児童館（ク
ラブ）利用を自粛した家庭に対し、利用料（３，０００円/月
額）を日割り返還したことによる施設運営費が不足した施
設の支援
②放課後児童健全育成事業に係る運営費
③延べ児童数825人×1,673円
④10施設
「Fその他」326は、県補助

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R2.4 R3.3 978 978 326 326 326 
R2補正
（国）

19 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業に限る）
①各学校において感染症対策の徹底を図り集団感染の
リスクを避けるため。
②保健衛生用品等
③児童生徒数に340円を乗じた額を上限とする
④学校設置者

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

⑨教育 R2.4 R3.3 1,035 1,035 517 518 
R2補正
（国）

20 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

(学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業に限る)①新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影
響による学校の一斉臨時休業に係る対応及び臨時休業
からの再開等を支援するため、感染リスクを最小限にしな
がら学校を再開し、十分な教育活動を継続するため。
②学校設置者が学校再開に伴う感染症対策等及び学習
保障等として取組を実施する場合に要する経費。
③小中学校12校　合計9,052千円
　　消耗品費　2,400千円
　　備品購入費　スタンド（22台）、冷風機（52台）計6,652
千円
④学校設置者（小中学校）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

⑨教育 R2.4 R3.3 9,052 9,052 4,526 4,526 
R2補正
（国）
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備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
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所管省庁名）
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予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
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事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

21 補
学校臨時休業
対策費補助金

文科

①政府からの学校臨時休業要請による臨時休業期間中
の学校給食費（食材費）等に要した費用（保護者への返
還や食材のキャンセル費等）に対する補助により、基本
物資（米パン・牛乳・麺）提供事業者の救済支援と、給食
の再開
②a.学校設置者がキャンセルせずに事業者から購入した
　　 食材に係る経費及びその処分に要した費用（学校設
      置者が当該食材を転売できた場合、売上金額分は
      除く）。
   b.事業者に対してすでに発注されていた食材にかかる
     違約金等（事業者が当該食材を転売できた場合、売
    上金額分は除く）。
   c.その他返金等に要する費用（保護者に返金する際の
      銀行振込手数料）。
③1.（株）橋本製パン　244,507円
　 2.（有）小関麺興商事　174,433円
   3.萩原乳業（株）　150,435円
   4.三沢市立第一中学校　12,144円（@66円×184件）
   5.三沢市立堀口中学校　21,450円（@66円×325件）
④③と同様

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 603 603 452 151 - 
R元予備
費（国）

22 補
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

➀新型コロナウイルスの感染拡大防止のための小学校・
中学校・高等学校・特別支援学校への臨時休業要請に伴
い、自宅等で１人で過ごすことができない児童がいる世帯
における放課後等デイサービスの利用増に伴う利用者負
担の増加について市町村が行う補助に
都道府県が補助を行う事業等に対して国庫補助を行う。
小・中・高・特別支援学校への一斉臨時休業への要請に
伴い、一人で自宅にいることが困難な児童生徒のいる世
帯においての放課後等デイサービス利用の増加による利
用者負担軽減
②障害児通所費
③利用量の増及び休日単価との差額分　実児童数39
人、延べ児童数221人
　延長支援の実施　実児童数18人、延べ児童数97人
④特別支援学校等が臨時休業する中で、新型コロナウイ
ルスの感染防止対策等のため、サービス提供事業所が
電話等による代替的な方法で提供されるサービス
「Fその他」119は、県補助

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 476 476 238 119 119 
R2補正
（国）


